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相模原市(以下「市」という。)は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律(平成１１年法律第１１７号。以下「ＰＦＩ法」という。)第８条第１項の規定に

より(仮称)北部学校給食センター整備・運営事業を実施する民間事業者を選定したので、 

ＰＦＩ法第１１条第１項の規定により、当該選定に係る客観的な評価の結果を公表する。 

 

令和６年９月２７日 
 
 

相模原市長 本村 賢太郎  
  



北 - ２  

第１ 事業の概要 
１ 事業内容に関する事項 

（１）事業名 
(仮称)北部学校給食センター整備・運営事業(以下「本事業」という。) 

 

（２）公共施設等の管理者等の名称 
相模原市長 本村 賢太郎 

 
（３）本事業の目的 

市では、令和４年１１月に「相模原市学校給食あり方検討委員会」から「中学校

給食の全員喫食を可能な限りに早期に実現し、持続可能な運営を図ること」及び

「市にとってふさわしい給食提供の実施方式として、センター方式を基本とするこ

と」とする、中学校給食の全員喫食の在り方に係る中間答申を受け、これを踏まえ

て、令和５年５月に中学校給食の完全給食による全員喫食の実現に向け、「相模原

市学校給食施設整備方針」を策定した。 

同年７月には、教育委員会において、全員喫食の実現とその環境を生かした食育

の充実に向けて、「第２次相模原市立中学校完全給食実施方針」を策定し、献立や

食材、調理・衛生管理などの給食運営や食育の推進に係る方向性を定めたところで

ある。 

本事業は、「相模原市学校給食施設整備方針」において中学校給食の全員喫食の

早期実現及び持続可能な給食運営の実現に向けて整備することとした２か所の新た

な給食センターのうち、(仮称)北部学校給食センター(以下「本施設」という。)の

整備・運営・維持管理を一体的に行うものである。 

また、民間事業者のノウハウを活用することにより、良質なサービスを効果的か

つ効率的に提供するため、ＰＦＩ法に基づく特定事業として選定し、実施するもの

である。 

 
（４）本事業の基本理念 

 安全安心で温かい給食の提供 

学校給食衛生管理基準、大量調理施設衛生管理マニュアル、食品衛生法関連法 

令等にのっとり、ＨＡＣＣＰ(ハサップ：Hazard Analysis and Critical Control 

Point)に沿った高度な衛生管理を実施するとともに、生徒や保護者から寄せられ

た多くの意見を尊重し、手作り調理を基本とする安全安心で温かい「さがみはら

の給食」の安定的な提供を図る。 

 食育の推進 

学校給食は、生きた教材として、食に関する正しい理解と適切な判断力を養う

上で重要な役割を果たすことから、生徒にとって望ましい学びを目指し、全員喫

食の環境を有効に活用して食育を推進する。 
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 持続可能な運営 

児童生徒数は、将来的には、全体として減少傾向にあるものの、地域によって

は増加が見込まれていることを視野に入れ、将来的な各学校の生徒数の増減にも

対応できるよう運営体制等を整えるとともに、老朽化が進行している小学校給食

室等の更新時における給食提供を代替して担う施設として、生徒数が減少した場

合の余剰能力を有効活用することにより、持続可能な運営を図る。 
 防災力の向上 

調理、配送、備蓄という本施設本来の機能を生かし、災害時における炊き出し

のバックアップ等や配送の拠点として、市の防災力向上に資する施設の整備・運

営を図る。 
 環境負荷の低減 

省エネルギーや省資源、残さ等の減量化に配慮するなど、環境負荷の低減を目

指した施設の整備・運営を図るとともに、ＺＥＢ認証(ＺＥＢＲｅａｄｙ以上)を

取得する。 
 
（５）事業内容 

 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、市が所有する土地において、本事業を実施する

者(以下「事業者」という。)が本施設の設計及び建設を行い、工事完了後に市に

施設等の所有権を移転し、維持管理・運営業務等を実施する方式(ＢＴＯ：Build 

Transfer Operate)により実施する。 

 事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結日から令和２３年７月３１日までとする。 
 事業の範囲 

（ア）施設整備業務 
ａ 事前調査業務及びその関連業務 

ｂ 設計業務及びその関連業務に伴う各種許認可手続等の業務 

ｃ 建設工事及びその関連業務に伴う各種申請等の業務 

ｄ 市が行う国庫補助金等申請の支援業務 

ｅ 工事監理業務 

ｆ 調理設備調達業務 

ｇ 調理備品調達業務 

ｈ 配送車両調達業務  

ｉ 事務備品調達業務 

ｊ 学校配膳室等改修業務 

ｋ 近隣対応・対策業務 

ｌ 解体工事業務 

（イ）開業準備業務 
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（ウ）維持管理業務 
     ａ 建物維持管理業務(光熱水費の管理・支払を含む。) 
     ｂ 建築設備維持管理業務 
     ｃ 調理設備維持管理業務 
     ｄ 調理備品維持管理業務 
     ｅ 配送車両維持管理業務 
     ｆ 外構等維持管理業務 
     ｇ 清掃業務 
     ｈ 警備業務 
     ｉ 長期修繕計画策定業務 
     ｊ 学校配膳室等維持管理業務 

（エ）運営業務 
     ａ 検収補助等業務 
     ｂ 給食調理業務 
     ｃ 洗浄等業務 
     ｄ 配送及び回収業務 
     ｅ 学校配膳室等業務(直接搬入品の受入れを含む。) 
     ｆ 残さ等・廃棄物処理業務(直接搬入品を含む。) 

     ｇ 献立作成支援業務 
     ｈ 食育支援業務 
     ｉ 衛生検査業務 
     ｊ 災害時における炊き出し等業務 

（オ）付帯事業 
 市が行う業務 

運営業務のうち、市が実施するものは次のとおりである。 
（ア）食材調達業務 

（イ）食材検収業務 

（ウ）食数調整業務 

（エ）検食業務 

（オ）献立作成・栄養管理業務 

（カ）衛生管理・調理指示業務 

（キ）給食費徴収管理業務 

（ク）学校配膳室等改修業務(事業者が行う業務の範囲を除く。) 

（ケ）学校配膳室等維持管理業務(事業者が行う業務の範囲を除く。) 

（コ）配送校の調整業務 

（サ）食育業務 

（シ）広報業務 
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（６）本施設の概要 
 建設予定地  

相模原市緑区大島１２２６ 

 敷地面積  

約９，８００㎡ 

 供給能力  

最大調理能力 ８，０００食／日程度 

(アレルギー対応食(除去食) 最大調理能力の１.５％、１２０食／日程度) 

(ミキサー食 １０食／日程度) 

 献立数 

２献立 

 配送校 

市立中学校１０校 

(大沢、旭、相原、内出、上溝、田名、清新、中央、上溝南、小山) 
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第２ 事業者の募集及び選定 
１ 募集及び選定の方法 

事業者の選定に当たっては、入札価格に加え、施設や設備の性能、維持管理・運営

におけるノウハウ、創意工夫、事業の継続性、安定性等を総合的に評価する必要があ

ることから、総合評価一般競争入札方式により事業者の募集及び選定を行った。 

 
２ 募集及び選定経過 

  

時 期 内 容 
４月 ２日(火) 入札説明書等の公表 

４月 ２日(火) 

～４月１２日(金) 
入札説明書等に関する第１回質問等受付 

４月 ８日(月) 

～４月１２日(金) 
現地見学会(事業用地） 

４月２６日(金) 
入札説明書等に関する第１回質問等に対する回答公表 

(入札参加資格に係るもののみ) 

５月１０日(金) 
入札説明書等に関する第１回質問等に対する回答公表 

(上記以外のもの) 

５月１７日(金) 
入札参加表明書等の受付締切 

参加資格確認基準日 

５月２４日(金) 入札参加資格審査結果の通知 

５月２４日(金) 

～６月１０日(月) 
入札説明書等に関する第２回質問等受付 

６月６日(木) 

～６月７日(金) 
現地見学会(配送校） 

６月２５日(火) 競争的対話の実施 

７月１２日(金) 入札説明書等に関する第２回質問等に対する回答公表 

８月 ９日(金) 入札書及び提案書の受付期限、開札 

９月１５日(日) 
提案書に関する事業者ヒアリング 

(プレゼンテーション含む。) 

９月２７日(金) 落札者の決定・公表 
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第３ 落札者の決定 
１ 落札者の決定 

入札参加者から提出された提案審査書類等について、民間事業者の選定を適正に実

施するために設置した、学識経験者にて構成する「相模原市学校給食センター整備・

運営事業等選定委員会」(以下「選定委員会」という。)が、落札者決定基準(令和６年

４月２日公表)に基づいて審査を行い、提案内容を総合的に評価した上で最優秀提案者

を選定した(審査講評(令和６年９月２７日公表)参照)。 

市は、選定委員会の選定結果を踏まえ、北４３グループを落札者として決定した。 

 

２ 落札者の構成 

北４３ 

グループ 

代表企業 株式会社東洋食品 

構成企業 

株式会社楠山設計 

東亜建設工業株式会社 横浜支店 

株式会社中島建設 

株式会社入江建設 

タニコー株式会社 厚木営業所 

株式会社オーエンス 横浜支店 

相模ガス株式会社 

ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 神奈川支店 

 
３ 落札価格 

１４，１５２，５２８，１９９円(消費税及び地方消費税を含む。) 

 
第４ 市の財政負担額の削減効果 

本事業について、市が直接実施する場合の市の財政負担額及び落札者の提案に基づ

きＰＦＩ方式により実施する場合の市の財政負担額を、事業期間における年度別に算

出し、これらを現在価値に換算した額で比較した。 

この結果、事業期間を通じて見込まれる市の財政負担額の削減率は、約７．６５％

であった。 


